
平成 15年 2月期 中間決算短信(連結)  平成 14年 10月 18日

上   場   会   社   名     株式会社リヒトラブ 上場取引所  大 名

コード番号      7975 本社所在都道府県　　大阪府

 （ＵＲＬ　http://www.lihit-lab.com）

問合せ先  責任者役職名 常務取締役　経理部担当

　　　　　　  氏　　        名　　　　植村　昂司 TEL (06) 6946 - 2525
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 10月 18日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年 8月中間期の連結業績（平成 14年 3月 1日 ～ 平成 14年 8月 31日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 8月中間期 5,378 △ 6.6 417 △ 18.1 403 △ 19.3
13年 8月中間期 5,760 - 509 - 500 -
14年 2月期 10,638 633 617

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 8月中間期 194 - 10.26 -
13年 8月中間期 △ 386 - △ 20.24 -
14年 2月期 △ 412 △ 21.64 -
(注)①持分法投資損益    14年 8月中間期       -        百万円   13年 8月中間期       -        百万円   14年 2月期       -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年 8月中間期    18,969,534 株　　　13年 8月中間期    19,078,329 株　　　14年 2月期    19,076,610 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 8月中間期 16,909 8,945 52.9 487.57
13年 8月中間期 17,695 9,047 51.1 474.25
14年 2月期 16,916 8,998 53.2 471.78
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 8月中間期    18,347,489 株　　　13年 8月中間期    19,078,157 株　　　14年 2月期    19,073,679 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 8月中間期 771 △ 221 △ 254 3,537
13年 8月中間期 990 △ 246 △ 151 3,493
14年 2月期 1,110 △ 458 △ 311 3,242

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年 2月期の連結業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 10,250 605 270
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   14 円 72 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、

※実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

（注）百万円未満は切り捨てにより表示
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   事務用品等は当社および協力工場で製造し、当社が販売しております。

   不動産賃貸については、主として、連結子会社大江ビルサービス㈱が不動産管理を行っております。

   事業の系統図は次のとおりであります。

顧 客

不動産賃貸

子会社

アイ．ダブリュー．ガティ㈱

企業集団の状況

損害保険代理業

得 意 先

事務用品等（製造販売）

顧　　　　　　　　　　客

当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

   当社グループの企業集団は、当社および子会社２社で構成されており、その事業は事務用品等の製造販売、

   不動産賃貸および損害保険代理業の事業活動を展開しております。

   損害保険代理業は連結子会社アイ．ダブリュー．ガティ㈱が行っております。

子会社
大江ビルサービス㈱

(不動産の管理）

－2－



－3－ 

経 営 方 針 
 

（１） 経営の基本方針 
当社グループは｢深い知性と燃える情熱をもって新しい価値の創造に努め、社会に貢献

する｣との企業理念のもと、その実現に努めております。このため、ますます多様化する

消費者ニーズに迅速・的確に対応する新商品の開発と品質の向上に努め、堅実経営を行

うことを基本方針としております。 
（２） 利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、収益状況、財務体質、今後の事業展開などを総合的に考慮

し、経営体質の強化と安定的な配当の維持を基本方針としております。そして、内部留

保につきましては、経営基盤や競争力の強化のために充当していく方針であります。 
（３） 中期的な経営戦略と会社が対処すべき課題 

当社は、下記の項目を中期的な重点課題として認識し取り組んでおります。 
① 販売体制の強化 
現在、当社を取り巻く経営環境は、長期的な需要低迷と業界構造が変化するなかで、

価格競争・販売競争が激化するという厳しい状況が続いております。当社は、この

ような厳しい経営環境を体質改善の好機ととらえ、環境の変化に対応した効率的な

営業体制の確立・強化を図ってまいります。 
② コストダウンの徹底と業務効率化の推進 
全社的な諸コスト低減に取り組むとともに、製造部門では高品質低価格の要求に応

えるべく、業務の全般的な見直しを行い、価格競争力の強化に努めてまいります。 
③ 環境経営の推進 
当社は｢環境にやさしい企業｣を目指し、再生素材の有効利用をはじめ安全素材の積

極利用、分別廃棄可能商品や省資源商品の開発など地球の環境保全に配慮した経営

を推進します。 
 

これらの経営課題に積極的に取り組み、経営の効率化と環境変化に的確に対応できる

体制作りを進め、業績の維持・向上に取り組む方針であります。 
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経 営 成 績 
 
（１）当期の概況 

当中間連結会計期間のわが国経済は、春先から外需主導で一部に持ち直し局面が見られましたが、

夏場に入り米国経済の先行きに不透明感が強まりました。その影響を受け民間設備投資が低迷する

とともに、雇用・所得環境も改善が見られないことから個人消費も回復せず、景気は引き続き厳し

い状況で推移しました。 

当業界におきましては、長引く不況の影響から法人個人とも需要回復の兆しは見られず、価格競

争が激化する中で、顧客の購買動向の変化や通信販売の拡大などを契機に流通構造が大きく変化し、

業界の変革期を迎えるという難しい経営環境が続いております。 

当社グループはこのような厳しい経営環境のもとで全社的な諸コスト低減に取り組み、経営の効

率化を図るとともに新商品の開発や品質の向上に努め、また、環境の変化に対応すべく新しい企画

による顧客層の拡大に取り組むなどの営業活動を推進して、業績の維持向上に努めてまいりました。 

しかしながら、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は５３億７千８百万円と前年

同期に比べ３億８千１百万円（6.6％）の減収となりました。利益面につきましては、売上高減少

の影響を受け、営業利益は４億１千７百万円となり前年同期に比べ９千２百万円（18.1％）、経常

利益も４億３百万円となり前年同期に比べ９千６百万円（19.3％）とそれぞれ減益となりました。

中間純利益は１億９千４百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。 

事務用品部門につきましては、需要低迷や低価格化の進行により売上高は５１億９千３百万円 

（前年同期比 6.9％減）となりました。不動産賃貸部門につきましては、安定的に推移し売上高は

１億８千５百万円(前年同期比 0.3％増)となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が３億５千６百万円並びに減価

償却費および売上債権の減少など資金の増加がありましたので７億７千１百万円（前年同期比

22.1％減）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主として生産効率化のための設備投資による有形固定資

産の取得により２億２千１百万円（前年同期比 10.2％減）の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得および配当金の支払等により２億５千４

百万円（前年同期比 68.0％増）の支出となりました。 

この結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より２億９千５百

万円増加し、３５億３千７百万円（前連結会計年度末比 9.1％増）となりました。 
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（２）通期の見通し 
  今後の見通しとしましては、米国経済の先行き不安から派生した世界的な株安の影響を受け、国
内民需は引き続き低迷を続けることが予想され、さらに行政改革や不良債権処理問題など先行き不

透明な要素が多く、厳しい状況が続くものと思われます。 
当社グループといたしましては、このような厳しい経営環境のなかで、一層の経営合理化と効率

化を推進し、業績の向上に努める所存でございます。 
なお、通期の連結業績につきましては、売上高は１０２億５千万円、経常利益は６億５百万円、

当期純利益は２億７千万円を予想しております。 
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中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
中間連結貸借対照表 

                                                  （単位：千円、単位未満切り捨て） 

前連結会計年度の  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
要約連結貸借対照表 

（平成１３年８月３１日現在） （平成１４年８月３１日現在） 
増  減 

（平成１４年２月２８日現在）

            期 別  
 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比 

 ( 資 産 の 部 )   ％  ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産          

1. 現 金 及 び 預 金  3,493,128  3,537,478  44,349 3,242,375  

2. 受取手形及び売掛金 ※３ 2,423,022  2,201,073  △221,948 2,389,083  

3. た な 卸 資 産  1,938,628  1,733,314  △205,314 1,781,300  

4. 繰 延 税 金 資 産  51,898  61,858  9,960 43,356  

5. そ の 他  81,999  60,163  △21,836 70,964  

6. 貸 倒 引 当 金  △30,478  △46,300  △15,822 △36,638  

 流 動 資 産 合 計  7,958,199 45.0 7,547,586 44.6 △410,613 7,490,441 44.3 

Ⅱ 固 定 資 産          

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１        

1. 建 物 及 び 構 築 物 ※２ 3,976,655  3,764,808  △211,847 3,863,559  

2. 機械装置及び運搬具  1,480,988  1,442,012  △38,976 1,496,245  

3. 土 地 ※２ 2,929,461  2,929,461  - 2,929,461  

4. そ の 他  284,240  332,317  48,076 286,899  

 有 形 固 定 資 産 合 計  8,671,345 49.0 8,468,599 50.1 △202,746 8,576,166 50.7 

(2) 無 形 固 定 資 産  22,281 0.1 50,138 0.3 27,856 22,072 0.1 

(3) 投資その他の資産         

1. 投 資 そ の 他  1,420,513  1,214,399  △206,114 1,159,416  

2. 貸 倒 引 当 金  △377,282  △370,759  6,522 △331,221  

 投資その他の資産合計  1,043,231 5.9 843,639 5.0 △199,591 828,194 4.9 

 固 定 資 産 合 計  9,736,858 55.0 9,362,376 55.4 △374,481 9,426,433 55.7 

 資 産 合 計  17,695,058 100.0 16,909,963 100.0 △785,094 16,916,875 100.0 
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                                                  （単位：千円、単位未満切り捨て） 

前連結会計年度の  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
要約連結貸借対照表 

（平成１３年８月３１日現在） （平成１４年８月３１日現在） 
増   減 

（平成１４年２月２８日現在）

             期 別 
 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比 

 ( 負 債 の 部 )   ％  ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債          

1. 支払手形及び買掛金  1,960,945  1,633,883  △327,061 1,575,930  

2. 短 期 借 入 金 ※２ 1,356,000  1,307,000  △49,000 1,213,000  

3. 一年内償還予定の社債 ※２ -  1,000,000  1,000,000 1,000,000  

4. 未 払 法 人 税 等  206,124  218,840  12,715 105,191  

5. 賞 与 引 当 金  155,980  144,520  △11,460 147,900  

6. そ の 他  441,431  445,995  4,563 403,253  

 流 動 負 債 合 計  4,120,481 23.3 4,750,238 28.1 629,756 4,445,275 26.3 

Ⅱ 固 定 負 債          

1. 社 債 ※２ 1,000,000  -  △1,000,000 -  

2. 長 期 借 入 金 ※２ 1,581,000  1,454,000  △127,000 1,566,000  

3. 繰 延 税 金 負 債  396,326  302,205  △94,121 330,964  

4. 退 職 給 付 引 当 金  1,053,814  1,020,073  △33,741 1,063,886  

5. 役員退職慰労引当金  180,168  172,928  △7,240 186,498  

6. 長 期 預 り 保 証 金  283,897  233,008  △50,888 292,714  

 固 定 負 債 合 計  4,495,206 25.4 3,182,215 18.8 △1,312,991 3,440,064 20.3 

 負 債 合 計  8,615,688 48.7 7,932,453 46.9 △683,234 7,885,339 46.6 

 ( 少 数 株 主 持 分 )         

 少 数 株 主 持 分  31,567 0.2 31,908 0.2 341 32,939 0.2 

( 資 本 の 部 )         

Ⅰ 資 本 金  1,830,000 10.3 1,830,000 10.8 - 1,830,000 10.8 

Ⅱ 資 本 準 備 金  1,410,780 8.0 1,410,780 8.3 - 1,410,780 8.3 

Ⅲ 連 結 剰 余 金  5,742,657 32.4 5,793,999 34.3 51,342 5,715,870 33.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  64,440 0.4 52,024 0.3 △12,416 42,907 0.3 

Ⅴ 自 己 株 式  △75 △0.0 △141,203 △0.8 △141,127 △963 △0.0 

 資 本 合 計  9,047,802 51.1 8,945,601 52.9 △102,201 8,998,595 53.2 

 負債、少数株主持分  
 及 び 資 本 合 計  17,695,058 100.0 16,909,963 100.0 △785,094 16,916,875 100.0 
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中間連結損益計算書 
                                                  （単位：千円、単位未満切り捨て） 

前連結会計年度  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 の要約損益計算書 
自平成１３年３月 １日 自平成１４年３月 １日 自平成１３年３月 １日 ((((    
至平成１３年８月３１日 ))))    ((((    

至平成１４年８月３１日 ))))    
増 減 

((((    
至平成１４年２月２８日 ))))    

             期 別 
 

科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比 
    %  %   % 

Ⅰ 売 上 高  5,760,329 100.0 5,378,998 100.0 △381,331 10,638,053 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  3,862,820 67.1 3,525,290 65.5 △337,529 7,207,021 67.7 

 売 上 総 利 益  1,897,509 32.9 1,853,707 34.5 △43,802 3,431,031 32.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,388,209 24.1 1,436,502 26.7 48,293 2,797,947 26.3 

 営 業 利 益  509,300 8.8 417,205 7.8 △92,095 633,084 6.0 

Ⅳ 営 業 外 収 益  24,918 0.4 14,057 0.2 △10,861 43,609 0.4 

1. 受 取 利 息  2,778  1,357   4,369  

2. 受 取 配 当 金  6,569  5,965   9,126  

3. 受 取 保 険 金  4,811  759   7,429  

4. そ の 他  10,759  5,973   22,684  

Ⅴ 営 業 外 費 用  34,195 0.5 27,969 0.5 △6,226 59,550 0.6 

1. 支 払 利 息  27,264  23,437   53,499  

2. そ の 他  6,930  4,531   6,051  

 経 常 利 益  500,023 8.7 403,293 7.5 △96,730 617,143 5.8 

Ⅵ 特 別 損 失  1,141,540 19.8 47,240 0.9 △1,094,300 1,296,931 12.2 

1. 固 定 資 産 廃 棄 損 ※2 1,365  6,599   2,716  

2. 投資有価証券評価損  81,602  -   223,329  

3. ゴルフ会員権評価損  15,362  -   15,712  

4. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  53,549  40,640   59,836  

5. 退 職 給 付 会 計 基 準      
変 更 時 差 異 償 却  815,827 

 
- 

  
815,827 

 

6. 過年度役員退職慰労      
引 当 金 繰 入 額  173,833 

 
- 

  
173,833 

 

7. そ の 他  -  -   5,676  

 税金等調整前中間純利益  - - 356,052 6.6 356,052 -  

税金等調整前中間(当期)純損失  641,517 11.1 - - △641,517 679,788 6.4 

法人税、住民税及び事業税  203,770 3.6 214,870 4.0 11,100 232,140 2.2 

法 人 税 等 調 整 額  △460,748 △8.0 △53,863 △1.0 406,884 △501,975 △4.7 

少 数 株 主 利 益  1,533 0.0 508 0.0 △1,024 2,906 0.0 

 中 間 純 利 益  - - 194,537 3.6 194,537 -  

 中間（当期）純損失  386,072 6.7 - - △386,072 412,859 3.9 

 
中間連結剰余金計算書 

                                                  （単位：千円、単位未満切り捨て） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自平成１３年３月 １日 自平成１４年３月 １日 自平成１３年３月 １日 ((((    
至平成１３年８月３１日 ))))    ((((    

至平成１４年８月３１日 ))))    
増 減 

((((    
至平成１４年２月２８日 ))))    

             期 別 
 

科 目  金  額   金  額  金  額  金  額  

Ⅰ 連結剰余金期首残高   6,291,314   5,715,870  △575,444  6,291,314  

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高   162,584   116,408  △46,176  162,584  

1. 配 当 金   133,544   95,368  △38,176  133,544  

2. 役 員 賞 与 金   29,040   21,040  △8,000  29,040  

Ⅲ 中 間 純 利 益   -   194,537  194,537  -  

 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失   386,072   -  △386,072  412,859  

Ⅳ 連 結 剰 余 金 
中間期末 （期末 ）残高    5,742,657 

 
 5,793,999 

 
51,342  5,715,870 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１３年３月 １日 自 平成１４年３月 １日 自 平成１３年３月 １日

( 至 平成１３年８月３１日
）( 至 平成１４年８月３１日） 

増  減 

( 至 平成１４年２月２８日） 

期 別 

 

科 目 金   額 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

1．税金等調整前中間(当期)純利益(純損失) △ 641,517 356,052 997,570 △ 679,788 

2．減 価 償 却 費 294,865 285,083 △9,782 610,662 

3．貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 58,890 49,200 △9,690 18,990 

4．退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 249,268 － 249,268 △ 249,268 

5．退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 1,053,814 △ 43,813 △ 1,097,628 1,063,886 

6．役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 180,168 △ 13,570 △ 193,738 186,498 

7．受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 9,347 △ 7,323 2,024 △ 13,495 

8．支 払 利 息 27,264 23,437 △ 3,827 53,499 

9．固 定 資 産 廃 棄 損 1,365 6,599 5,233 2,716 

10．投 資 有 価 証 券 評 価 損 81,602 － △ 81,602 223,329 

11．ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 15,362 － △ 15,362 15,712 

12．売 上 債 権 の 減 少 額 336,587 188,010 △ 148,576 370,525 

13．た な 卸 資 産 の 減 少 額 259,897 47,986 △ 211,910 417,225 

14．仕 入 等 債 務 の 増 減 額 △ 332,799 57,812 390,611 △ 725,601 

15．再 生 債 権 等 の 増 減 額 △ 10,792 △ 30,669 △ 19,877 38,405 

16．そ の 他 △ 15,990 △ 30,163 △ 14,172 △ 3,793 

小 計 1,050,104 888,643 △ 161,460 1,329,505 

17．利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 9,851 7,322 △ 2,528 14,084 

18．利 息 の 支 払 額 △ 20,058 △ 23,255 △ 3,196 △ 53,598 

19．法 人 税 等 の 支 払 額 △ 49,869 △ 101,221 △ 51,351 △ 179,172 

営業活動によるキャッシュ・フロー 990,026 771,489 △ 218,536 1,110,818 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

1．有 形 固 定 資 産 の 取 得に よ る 支出 △ 248,649 △ 180,983 67,666 △ 466,963 

2．無 形 固 定 資 産 の 取 得に よ る 支出 － △ 31,849 △ 31,849 － 

3．投 資 有 価 証 券 の 取 得に よ る 支出 △ 5,620 △ 7,630 △ 2,010 △ 6,221 

4．そ の 他 7,528 △ 1,164 △8,693 14,483 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 246,741 △ 221,628 25,112 △ 458,701 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

1．短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 － － － △ 140,000 

2．長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － － － 50,000 

3．長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 18,000 △ 18,000 － △ 86,000 

4．自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 － △ 140,239 △ 140,239 － 

5．配 当 金 の 支 払 額 △ 133,715 △ 96,518 37,196 △134,404 

6．そ の 他 90 － △ 90 △ 804 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 151,624 △ 254,758 △ 103,133 △ 311,209 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 591,660 295,102 △ 296,558 340,908 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,901,467 3,242,375 340,908 2,901,467 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 3,493,128 3,537,478 44,349 3,242,375 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社 
子会社は全て連結しており、アイ．ダブリュー．ガティ㈱と大江ビルサービス㈱の２社であ
ります。 

（２）非連結子会社 
    該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 
持分法の適用対象となる非連結子会社および関連会社はありません。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの･････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定） 

時価のないもの･････････移動平均法による原価法 
デリバティブ･･･････････････時価法 
たな卸資産･･･････････････主として総平均法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
定率法。 ただし、㈱リヒトラブの大阪工場、大阪物流センターおよび静岡事業部の建物、
構築物並びに平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額
法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建 物 及 び 構 築 物          ･･･････８～５０年 
機械装置及び運搬具          ･･･････････１１年 

無形固定資産 
定額法。 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)
に基づく定額法を採用しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。 
賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当中間連結会計期間の負
担相当額を計上しております。 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上し
ております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による
定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
厚生年金基金制度については、総合設立の厚生年金基金制度を一部採用しておりますが、
自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算できないため、当該年金基金への要拠
出額を退職給付費用として処理しております。同基金より通知を受けた平成１４年８月末
日現在の年金資産の額は、1,209,145千円であります。 

役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計
上しております。 
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（４）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）重要なヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理を行っております。 
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段は為替予約取引(買建)、ヘッジ対象は原材料等の輸入取引により発生する外貨
建債務に係る将来の為替相場の変動リスクであります。 
ヘッジ方針 
将来の輸入代金の範囲内で、１年以内に決済期日が到来すると見込まれる外貨建債務の額
を為替予約しております。 
ヘッジ有効性評価の方法 
事前テストおよび決算日と中間決算日における事後テストにより有効性の評価を行って
おります。 

（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し
可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得
日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 

（表示方法の変更） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりました「無
形固定資産の取得による支出」は重要性が増したため、当中間連結会計期間において区分掲記すること
に変更しました｡なお、前中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ･フローの「その他」に含まれ
ておりました「無形固定資産の取得による支出」は 1,498 千円であります｡ 
前中間連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりました「自
己株式の取得による支出」は重要性が増したため、当中間連結会計期間において区分掲記することに変
更しました｡なお、前中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ･フローの「その他」に含まれてお
りました「自己株式の取得による支出」は 90 千円であります｡ 
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注 記 事 項       

（中間連結貸借対照表関係） 

                                          （単位:千円、単位未満切り捨て） 
 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末           前 連結 会計年度末           
 （平成１３年８月３１日現在） （平成１４年８月３１日現在） （平成１４年２月２８日現在） 
※1 有形固定資産の

減価償却累計額 7,924,007  有形固定資産の減価償却累計額 8,465,752   有形固定資産の減価償却累計額 8,212,881   

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の 
とおりであります。 

 建 物       828,933   建 物       793,334   建 物       809,589  
 土 地       1,002,281   土 地       1,002,281   土 地       1,002,281  
 計 1,831,215   計 1,795,615   計 1,811,870  

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

担保付債務は次のとおりであ 
ります。 

 短期借入金       86,000   短期借入金       177,000   短期借入金       83,000  

 社 債       1,000,000   一年内償還 予定の社債 1,000,000   一年内償還 予定の社債 1,000,000  

 長期借入金       181,000   長期借入金       54,000   長期借入金       166,000  
 計 1,267,000   計 1,231,000   計 1,249,000  

※2 
 

            
※3 

－ 

中間連結会計期間末日満期手形
の会計処理は、手形交換日をもっ
て決済処理しております。なお、
当中間連結会計期間末日が金融
機関の休日であったため、中間連
結会計期間末日満期手形が、以下
の科目に含まれております。 

受取手形及び売掛金   35,000   

－ 

 

（中間連結損益計算書関係） 

                                 （単位:千円、単位未満切り捨て） 
 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間           前 連 結 会 計 年 度           

自  平成１３年３月 １日 自  平成１４年３月 １日 自  平成１３年３月 １日 
 （ 至  平成１３年８月３１日 ）（ 至  平成１４年８月３１日 ）（ 至  平成１４年２月２８日 ）

 
販売費及び一般管理費で主な費
目および金額は次のとおりであ
ります｡ 

販売費及び一般管理費で主な費
目および金額は次のとおりであ
ります｡ 

販売費及び一般管理費で主な費
目および金額は次のとおりであ
ります｡ 

 荷 造 ・ 運 搬 費 164,927   荷 造 ・ 運 搬 費 157,691   荷 造 ・ 運 搬 費 307,968  
 貸倒引当金繰入差額 16,394   貸倒引当金繰入差額 9,916   貸倒引当金繰入差額 24,249  
 給 与 賞 与 417,064   給 与 賞 与 442,629   給 与 賞 与 949,000  
 賞与引当金繰入額 96,498   賞与引当金繰入額 96,548   賞与引当金繰入額 96,349  
 退職給付引当金繰入額 23,306   退職給付引当金繰入額 41,984   退職給付引当金繰入額 81,987  
 役員退職慰労引当金繰入額 
 

6,335   役員退職慰労引当金繰入額 
 

5,842   役員退職慰労引当金繰入額 
 

12,665  

※1 

 減 価 償 却 費 73,447   減 価 償 却 費 75,093   減 価 償 却 費 149,654  

固定資産廃棄損の内訳  固定資産廃棄損の内訳  固定資産廃棄損の内訳  
 構 築 物        924   建 物 3,396   構 築 物        924  
 機 械 装 置        413   機 械 装 置        2,634   そ の 他        1,791  
 そ の 他        28   そ の 他        568   計 2,716  
 計 1,365   計 6,599      

※2 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間           前 連 結 会 計 年 度           
自  平成１３年３月  １日 自  平成１４年３月  １日 自  平成１３年３月  １日 ( 至  平成１３年８月３１日 ) ( 至  平成１４年８月３１日 ) ( 至  平成１４年２月２８日 ) 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表の現
金及び預金勘定は一致しており
ます。 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 

同  左 

現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表の現金及び預
金勘定は一致しております。 

 

（リース取引関係） 
                                （単位:千円、単位未満切り捨て） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間           前 連 結 会 計 年 度           
自  平成１３年３月  １日 自  平成１４年３月  １日 自  平成１３年３月  １日 ( 至  平成１３年８月３１日 ) ( 至  平成１４年８月３１日 ) ( 至  平成１４年２月２８日 ) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

  
取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

中 間 期     
末 残 高     
相 当 額        

取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

中 間 期     
末 残 高     
相 当 額        

取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

期末残高 
相 当 額      

工具器具備品 111,812 85,742 26,070  工具器具備品 34,010 20,343 13,666   工具器具備品 119,282 97,288 21,994  
ソフトウェア 93,657 70,338 23,319  ソフトウェア 48,993 17,389 31,604   ソフトウェア 123,735 81,709 42,026  
合 計     205,470 156,080 49,389  合 計     83,004 37,733 45,270   合 計     243,018 178,997 64,020  

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定し
ております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 2.未経過リース料中間期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額 

 1 年 内      35,409   1 年 内      13,407   1 年 内      26,045  
 1 年 超      13,980   1 年 超      31,863   1 年 超      37,975  
 計 49,389   計 45,270   計 64,020  

（注） 
未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定して
おります。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

（注） 
未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定して
おります。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

（注） 
未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。 
 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 21,043  
 
支払リース料 18,750 支払リース料 43,960 

 減価償却費相当額 21,043  
 
減価償却費相当額 18,750 減価償却費相当額 43,960 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によって
おります。 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 

 
－ 

オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

 
－ 

  １ 年 内 888     
    １ 年 超 3,404     

  計 4,292     
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１３年３月１日   至 平成１３年８月３１日） 
                             （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 事務用品等       不動産賃貸       計 消去又は全社 連 結      
売 上 高           

① 外部顧客に対する売上高 5,575,763 184,566 5,760,329 － 5,760,329 

② セグメント間の内部                 

 売 上 高 又 は 振 替 高            － 3,333 3,333 （3,333） － 

計 5,575,763 187,900 5,763,663 （3,333） 5,760,329 

営 業 費 用       5,108,721 145,640 5,254,362 （3,333） 5,251,029 

営 業 利 益       467,041 42,259 509,300 － 509,300 

 
 

当中間連結会計期間（自 平成１４年３月１日   至 平成１４年８月３１日） 
                                                               （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 事務用品等       不動産賃貸       計 消去又は全社 連 結      
売 上 高           

① 外部顧客に対する売上高 5,193,792 185,206 5,378,998 － 5,378,998 

② セグメント間の内部                 

 売 上 高 又 は 振 替 高            － 1,189 1,189 （1,189） － 

計 5,193,792 186,395 5,380,187 （1,189） 5,378,998 

営 業 費 用       4,828,648 134,333 4,962,982 （1,189） 4,961,792 

営 業 利 益       365,143 52,061 417,205 － 417,205 

 
 

前連結会計年度（自 平成１３年３月１日   至 平成１４年２月２８日） 
                                                               （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 事務用品等       不動産賃貸       計 消去又は全社 連 結      
売 上 高           

① 外部顧客に対する売上高 10,264,012 374,041 10,638,053 － 10,638,053 

② セグメント間の内部                 

 売 上 高 又 は 振 替 高            － 4,794 4,794 (4,794) － 

計 10,264,012 378,835 10,642,847 (4,794) 10,638,053 

営 業 費 用       9,728,283 281,479 10,009,763 (4,794) 10,004,968 

営 業 利 益       535,728 97,356 633,084 － 633,084 

 

 

（注） 
１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２．各事業の主な製品又は内容 

事務用品等 ― ファイル、バインダー・クリヤーブック、収納整理用品  他 
不動産賃貸 ― 本社ビルの一部賃貸  他 

３．会計処理基準等の変更 
（前中間連結会計期間） 
役員退職慰労引当金 
当中間連結会計期間より、当社の役員退職慰労金を支出時の費用として処理する方法から、内規に基づく中
間会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。この変更に伴い、従来の
方法によった場合に比較して、事務用品等事業について営業利益は 6,335 千円減少しております。なお、不
動産賃貸事業についてはセグメント情報に与える影響はありません。 

（前連結会計年度） 
役員退職慰労引当金 
当連結会計年度より、当社の役員退職慰労金を支出時の費用として処理する方法から、内規に基づく連結会
計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比較して、事務用品等事業について営業利益は 12,665千円減少しております。なお、不動産
賃貸事業についてはセグメント情報に与える影響はありません。 
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２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度とも、在外支店および在外連結子会社がないため
当該事項はありません。 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度とも、海外売上高は連結売上高の１０％未満のた
め、海外売上高の記載を省略しております。 

 
 
 
（有価証券関係） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                （単位:千円、単位未満切り捨て） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

区分 
（平成 1３年８月３１日現在） （平成１４年８月３１日現在） （平成１４年２月２８日現在） 

種  類 取得原価 
中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価 
中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価 
連結貸借
対 照 表 
計 上 額 

差 額 

株 式 507,937 619,042 111,104 367,442 457,139 89,696 366,812 440,791 73,979 

計 507,937 619,042 111,104 367,442 457,139 89,696 366,812 440,791 73,979 

 
(注)表中の前連結会計年度の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります｡なお、前連結会計年度において減損処
理を行い、投資有価証券評価損 222,329 千円を計上しております｡ 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 
                                （単位:千円、単位未満切り捨て） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 区 分       
（平成 1３年８月３１日現在） （平成１４年８月３１日現在） （平成１４年２月２８日現在） 

その他有価証券    
非 上 場 株 式          69,440 71,240 69,440 

(店頭売買株式を除く)    

非 上 場 債 券 － 5,000 － 

計 69,440 76,240 69,440 

 
 
 
（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度は、ヘッジ会計を適用しているもの以外のデリバティ
ブ取引はありません。 


